
災害復興研究所

所 長 清 水 修 二

１．研究所の目的

東日本大震災は東北地方の太平洋岸に未曾有の被害
をもたらし、その復興への道は容易ならざるものがあ
る。とりわけ福島県は世界史上に記録されるべき原子
力災害に見舞われて、１年有余を経た現在も、復興の
とば口にすら立つことのできない地域が存在する。放
射能汚染の影響で１６万もの住民が県内外に避難し、あ
るいは職を奪われ、あるいは家族を引き裂かれ、将来
への希望を失いかねない危機的状況に陥っている。
本研究所はこうした事態を打開する道を探るため、
被災住民や関係自治体、企業を含む民間の支援団体、
そしてさまざまな研究機関と連携を取りながら、調査
・研究を行うことを目的にしている。研究テーマとし
て「原発事故からの再生に向けた国際的な災害復興研
究拠点形成」を掲げた。阪神淡路大震災を契機に関西
で構築された災害復興研究の成果を学びつつ、この福
島大学で、固有の災害復興研究の地歩を固めることが
できれば幸いである。

２．研究所のメンバー

清水 修二（所長／福島大学・理事・副学長）
丹波 史紀（研究員／福島大学行政政策学類・准教授）
鈴木 典夫（福島大学行政政策学類・教授）
千葉 悦子（福島大学行政政策学類・教授）
中井 勝己（福島大学行政政策学類・教授）
塩谷 弘康（福島大学行政政策学類・教授）
今井 照（福島大学行政政策学類・教授）
三浦 浩喜（福島大学人間発達文化学類・教授）
永幡 孝司 他（福島大学共生システム理工学類・

准教授）
室崎 益輝（客員研究員／日本災害復興学会・会長）
山中 茂樹（関西学院大学災害復興制度研究所・主

任研究員）
塩崎 賢明（神戸大学大学院工学研究科・教授）

３．活動記録

平成２３年度の主な活動を時系列で示す。
■６月１１日 東日本大震災災害復興シンポジウム：福

島大学
■６月１２日 講演会「震災・原発避難・子どもと女

性－福島と東京がつながるために」：早
稲田大学

■６月１５日 県内の協同組合関係者と福島大学の各種
災害プロジェクトの活動報告と意見交換
会を開催：福島大学

■６月１６日 JST実装活動で県内の木造仮設住宅の建
設現場を訪問：本宮市

■７月１２日 研究会「ジェンダー視点からの災害・復
興に関する総合的調査研究」チームによ
る研究会：福島大学 報告者 小澤かお
る（首都大学東京）

■７月６日 応急仮設住宅訪問：福島市内・桑折町
■７月２０日 福島被災者支援シンポジウム（ふくしま

連携復興センター設立準備会）：福島大
学 基調講演 室崎益輝

■８月６日 福島・阪神 専門家・研究者交流懇談
会：福島市

■８月８～１０日 日本災害復興学会主催 夏の東北
「連続車座トーク」：仙台市・遠野市・
郡山市

■８月１９日 福島大学災害復興研究所研究会：福島大
学 報告者 宇野裕（日本社会事業大
学）山崎栄一（大分大学）

■８月２０日 仮設住宅視察：本宮市
■８月２６日 被災者支援ネットワークづくり会議：福

島市
■９月３日 研究会「生活再建支援法の諸課題―東日

本大震災の経緯のなかで―」福島大学
■９月７日 定例研究会：福島大学 報告 菅野（富

岡町）
■９月２１日 帝人株式会社との仮設住宅実装支援の検

討会：福島市
■９月２２日 JSTサイトビジット視察
■１０月２日 双葉地方住民による震災復興シンポジウ
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ム「ふたばはひとつ」：福島大学 基調
講演 室崎益輝

■１０月１８日 JICA緒方貞子理事長に福島の現況を報
告：福島大学

■１０月２５日 第１回応急仮設住宅等生活環境改善研究
会：福島市

■１１月２日 定例研究会：福島大学
■１１月８日 双葉８町村災害復興実態調査についての

記者会見：福島市
■１２月１５日 第２回応急仮設住宅等生活改善研究会：

福島市
■２０１２年１月８日 関西学院大学災害復興制度研究所

２０１２年復興・減災フォーラム「東日本大
震災からの復興～フクシマ再生・よみが
えれ東北」：関西学院大学

■１月２０日 定例研究会 北村敏郎「原発推進者の無
念－避難所生活で考え直したこと」：福
島大学

■２月１５日 定例研究会 関満博「東日本大震災―産
業の復興に向けて」：福島大学

以上のような活動の中で特に重要なのが「双葉８町
村災害復興実態調査」である。この調査は、浪江町・
双葉町・大熊町・富岡町・楢葉町・広野町・葛尾村・
川内村の双葉８町村の被災者を対象に、各自治体の協
力の下、計２万８，１８４世帯に郵送で行い１万３，５７６世帯

から回答を得たものである。調査結果はマスコミでも
大きく取り上げられ、政府においても重要な参考資料
とされた。その後この調査結果は、双葉郡各町村にお
ける復興計画作成の基礎的データとして役立つことが
できたと考えている。
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